
   前年同月比 実質※12.3%の増加 名目※34.3%の増加
   全国の消費支出（二人以上の世帯）は、１世帯当たり295,419円
   前年同月比 実質※11.3%の増加 名目※35.2%の増加

   前年同月比 実質※114.3%の増加
         実質※214.8%の増加
         名目※316.6%の増加
   全国の勤労者世帯の実収入（二人以上の世帯）は、１世帯当たり976,268円
   前年同月比 実質※11.7%の減少
         実質※21.3%の減少
         名目※32.0%の増加

              ※1：物価の変動を取り除いた数値 実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。
              ※2：物価の変動を取り除いた数値 実質化には消費者物価指数（総合）を用いた。
              ※3：物価水準の影響を考慮していない数値

勤労者世帯 勤労者世帯

集計世帯数 92 48 7,285 3,882

世帯人員(人) 2.78 3.16 2.87 3.21

有業人員(人) 1.31 1.87 1.33 1.82

世帯主の年齢(歳) 63.7 51.7 60.6 50.9

受取 － 1,848,073 － 1,755,415

実収入 － 1,056,387 － 976,268

経常収入 － 1,038,304 － 969,328

勤め先収入 － 938,205 － 881,340

世帯主収入 － 666,254 － 710,582

うち男 － 626,820 － 681,745

定期収入 － 329,123 － 384,125

臨時収入・賞与 － 337,131 － 326,456

臨時収入 － 1,486 － 3,738

賞与 － 335,645 － 322,718

世帯主の配偶者の収入 － 271,951 － 151,300

うち女 － 263,466 － 148,057

他の世帯員収入 － 0 － 19,459

事業・内職収入 － 289 － 4,372

家賃収入 － 0 － 1,500

他の事業収入 － 289 － 1,840

内職収入 － 0 － 1,031

他の経常収入 － 99,811 － 83,615

財産収入 － 0 － 3,899

社会保障給付 － 99,811 － 78,971

公的年金給付 － 84,549 － 62,280

他の社会保障給付 － 15,262 － 16,692

仕送り金 － 0 － 745

 2025年(令和７年)6月分 家計調査結果（二人以上の世帯）（松江市） 

     〇消費支出(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 292,767円

    〇勤労者世帯の実収入(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 1,056,387円

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

消費支出（１世帯当たり）

実収入（１世帯当たり）



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

特別収入 － 18,082 － 6,941

受贈金 － 62 － 685

他の特別収入 － 18,020 － 6,256

実収入以外の受取(繰入金を除く) － 454,170 － 517,386

預貯金引出 － 335,710 － 343,111

保険金 － 2,129 － 5,417

個人・企業年金保険金 － 1,859 － 4,850

他の保険金 － 271 － 567

有価証券売却 － 0 － 275

土地家屋借入金 － 0 － 30,503

他の借入金 － 0 － 3,689

クレジット購入借入金 － 116,124 － 133,985

財産売却 － 0 － 171

実収入以外の受取のその他 － 207 － 235

繰入金 － 337,517 － 261,761

支払 － 1,848,073 － 1,755,415

実支出 － 554,222 － 523,182

消費支出 292,767 332,776 295,419 323,202

1 食料 85,779 87,300 85,871 90,030

2 住居 7,439 10,697 19,883 20,746

3 光熱・水道 25,676 24,932 21,359 21,666

4 家具・家事用品 18,852 18,368 14,136 15,232

5 被服及び履物 9,514 10,139 9,497 10,869

6 保健医療 15,484 15,105 16,429 14,289

7 交通・通信 40,507 54,330 45,081 56,400

8 教育 5,506 10,635 7,164 11,588

9 教養娯楽 31,186 34,154 28,570 30,664

10 その他の消費支出 52,825 67,116 47,429 51,717

(再掲) 教育関係費 13,839 26,520 10,937 17,199

(再掲) 教養娯楽関係費 34,945 40,300 32,603 35,312

(再掲) 移転支出(贈与金＋仕送り金) 11,067 18,210 7,157 7,549

(再掲) 経常消費支出 225,150 246,654 219,250 237,182

(再掲) 情報通信関係費 18,958 19,200 15,933 17,180

(再掲) 消費支出(除く住居等) 274,261 303,869 258,666 280,444



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

非消費支出 － 221,446 － 199,980

直接税 － 101,418 － 97,005

勤労所得税 － 50,289 － 56,897

個人住民税 － 22,954 － 27,818

他の税 － 28,175 － 12,290

社会保険料 － 119,097 － 102,939

公的年金保険料 － 69,925 － 60,274

健康保険料 － 39,116 － 33,050

介護保険料 － 6,863 － 6,361

他の社会保険料 － 3,193 － 3,254

他の非消費支出 － 932 － 36

実支出以外の支払(繰越金を除く) － 937,105 － 971,445

預貯金 － 806,853 － 761,025

保険料 － 21,707 － 20,594

個人・企業年金保険料 － 3,678 － 5,716

他の保険料 － 18,029 － 14,878

有価証券購入 － 2,540 － 6,519

土地家屋借金返済 － 32,963 － 40,078

他の借金返済 － 1,547 － 2,196

クレジット購入借入金返済 － 71,061 － 104,811

財産購入 － 0 － 35,684

実支出以外の支払のその他 － 435 － 538

繰越金 － 356,746 － 260,788

可処分所得 － 834,941 － 776,288

黒字 － 502,165 － 453,086

金融資産純増 － 493,261 － 439,335

貯蓄純増 － 490,721 － 433,091

預貯金純増 － 471,144 － 417,914

保険純増 － 19,577 － 15,177

個人・企業年金保険純増 － 1,819 － 866

他の保険純増 － 17,758 － 14,311

有価証券純購入 － 2,540 － 6,244

土地家屋借金純減 － 32,963 － 9,575

他の借金純減 － 1,547 － -1,493

クレジット購入借入金純減 － -45,063 － -29,173

財産純増 － 0 － 35,513

その他の純増 － 228 － 303

繰越純増 － 19,229 － -973



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

－ 39.9 － 41.6

黒字率(％) － 60.1 － 58.4

金融資産純増率(％) － 59.1 － 56.6

貯蓄純増(平均貯蓄率)(％) － 58.8 － 55.8

預貯金純増(％) － 56.4 － 53.8

保険純増(％) － 2.3 － 2.0

個人・企業年金保険純増(％) － 0.2 － 0.1

他の保険純増(％) － 2.1 － 1.8

有価証券純購入(％) － 0.3 － 0.8

土地家屋借金純減(％) － 3.9 － 1.2

他の借金純減(％) － 0.2 － -0.2

クレジット購入借入金純減(％) － -5.4 － -3.8

財産純増(％) － 0.0 － 4.6

エンゲル係数(％) 29.3 26.2 29.1 27.9

注１ 統計表中の「-」は該当数字がないものである。 
　２ 二人以上の世帯には、「勤労者世帯」のほか、世帯主が無職の世帯と、自営業者などの

世帯を含み、自営業者などの世帯の収入は調査していないため、二人以上の世帯の収入
にかかる項目は「-」となる。

　３ 可処分所得とは、実収入から非消費支出を差し引いたものである。
　４ 黒字とは、可処分所得から消費支出を差し引いたものである。
　５ 平均消費性向とは、可処分所得に対する消費支出の割合である。
　６ エンゲル係数とは、消費支出に占める食料費の割合である。

(再掲) 可処分所得に対する割合
  平均消費性向(％)


